
 

 

 河内長野市第５次総合計画後期基本計画及びまち・ひと・しごと創生総合戦略見直しの考え方 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 追加・修正の考え方 

前期基本計画 

評価結果 

（A） 

■R２年３月～４月にかけて作成した「前期基本計画評価シート」に基づく各課による庁内検証結果を踏まえ

た「現状」「課題と方向」「施策の展開」等についての内容の追加・修正 

■R２年４月に実施した「行財政評価委員会」（書面開催）による外部評価結果を踏まえた「住みよさ指標」の

見直しや「施策の展開」等についての内容の追加・修正 

SDGs に向けた取

組みの推進 

（B） 

■国際的な目標として、これからのまちづくりに求められる SDGs（持続可能な開発目標）の考え方や、達成

のために必要な取組等を追加 

≪SDGs とは≫ 

持続可能な開発目標。2015 年国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」における

2016～2030 年までの国際目標。「誰一人取り残さない」持続可能な世界を実現するための「17 のゴール（目標）・

169 のターゲット（施策）」から構成され、途上国のみならず先進国自身が取り組む普遍的な目標。 

Society5.0 を見

据えた取組み（デ

ジタル化等） 

の推進 

（C） 

■IoT（モノのインターネット）、AI（人工知能）、RPA（ロボット技術）等の先端技術の導入によるデジタル化

などにより実現する社会「Society5.0」への対応について、必要な取組等を追加 

≪Society5.0 とは≫ 

IoT や AI、ロボットなどの革新技術をあらゆる産業や社会に取り入れた未来社会。狩猟（Society1.0）、農耕

（Society2.0）、工業（Society3.0）、情報（Society4.0）に続く５番目の社会の姿。健康・医療、農業・食料、環境・

気候変動、エネルギー、安全・防災、人やジェンダー平等など、様々な社会的課題の解決をめざしている。 

with コロナ社会 

への対応 

（D） 

■新型コロナウイルス感染症の流行により、ワクチン開発等による終息を迎えるまで、今後数年間は必要にな

ると考えられる新しい生活様式の導入や海外との往来の自粛・制限などに基づく「with コロナ社会」への対

応について必要な取組等を追加 

災害の多様化 

への対応 

（E） 

■近年、全国各地で発生する豪雨・洪水・地震等の大規模災害からの教訓や、今後の発生が予測される南海ト

ラフの巨大地震等への備えを踏まえ必要となる対応について必要な取組等を追加 

その他の状況変化 

への対応 

（F） 

■（B）～（E）以外の本市を取り巻く状況変化への対応について必要な取組等を追加 

 

≪基本構想に関する主な修正点≫ 

■基本構想の期間は 10 年間であるため、原則大幅な見直

しは行わず、本計画では『基本構想の概要』を示す。 

■年次の表記や文章表現などの必要な修正を行う。 

■『将来人口の見通し』について修正予定。（実績との乖

離が大きくなっているため） 

現在、河内長野市第５次総合計画後期基本計画（まち・ひと・しごと創生総合戦略）の策定作業を進めており、昨年度から市民アンケート、小学校区別ワークショップ、現行の

前期基本計画の庁内検証及び外部評価を実施してきました。こうした各種調査結果と合わせ、この５年間の社会潮流の変化、市を取り巻く環境の変化を踏まえた修正の考え方を作

成しました。 

≪後期基本計画に関する主な修正点≫ 

■社会潮流及び市の現況、課題などについて、数値や内容

の更新等、適宜見直しを行う。 

■SDGs の考え方を追加。関連する施策にアイコンを表示。 

■『将来人口』は基本構想に合わせて修正予定。 

■『地域別計画』は小学校区別ワークショップの意見を反

映し、修正を行う。 

■『分野別計画』は前期基本計画評価結果や社会潮流等を

踏まえ、右記の視点により施策ごとに修正。 

■外部評価を踏まえ、『分野別計画』の「住みよさ指標」

のうち、市民満足度は参考として区分を記載。 

≪総合戦略に関する修正点≫ 

■総合計画との整合を図り、一体的に推進するため第２期

総合戦略を合冊とする。 

■国の第２期戦略を踏まえ、『横断的な目標』の概念を追

加。（４つの基本目標は踏襲） 

■施策の内容及び数値目標については、後期基本計画の内

容を踏まえ追加・修正予定。 

≪『分野別計画』に関する追加・修正の考え方≫ 

※上記以外に、文章表現の修正や組織改編に伴う担当課名の修正を行います。 


